


＜日本銀行業務オンラインによる提出時には、別途、同オンライン上の報告資料名の下部に記載された照会先へ電話連絡して下さい。＞
第十四号書式
業務処理区分
７４５１０１

国 債 振 替 決 済 振 替 申 請 ・ 通 知 書 （供託用）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　（提出日）
受払日




　　　　
    　　　　 　　　　   日 本 銀 行　　　御中　　　 　　　　　　　　　　　　　　   （参加者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	取引ＩＤ
必要に応じ任意の
番号を記入
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	第　   　回

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	銘柄コード
	Ｊ
	Ｐ
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	摘　　要
	振　　替
	摘要コード
	
	額 面 金 額
	
	
	兆
	
	
	拾億
	
	
	百万
	
	
	千
	
	
	円
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	払　出　先（参加者）
（口座区分）
（種別※1）

	
	記　事　欄（①～⑤に記入し、⑥～⑪は該当するコードを○で囲む）

	
	
	
自己口Ⅰ：０１　自己口Ⅲ：０３
　　　Ⅱ：０２　　　　Ⅳ：０４
預り口：１１
（該当コードを○で囲む）


	
	

	①官庁コード　    .    .    .    .    .    .    .    
②官庁の名称＜カナ＞　                                                                     　　　　　
③供託番号　    .    .    . Ｋ  .    .    .    .    .    .    
④供託者の氏名又は名称＜カナ、英数字、記号＞　        　                                             　　 
⑤指定内国法人である旨及び確認日　ｼﾃｲ   　　　　　.　　   .   　　※2
⑥所得税の源泉徴収※3　（非課税＜ｺｳｻﾞ11＞・課税＜ｺｳｻﾞ13＞）
⑦居住者等の別
　居住者　（課税＜ｸﾌﾞﾝ01＞・非課税＜ｸﾌﾞﾝ02＞）、内国法人（課税＜ｸﾌﾞﾝ03＞・非課税＜ｸﾌﾞﾝ04＞）、
　非居住者（課税＜ｸﾌﾞﾝ05＞・非課税＜ｸﾌﾞﾝ06＞・軽減分＜ｸﾌﾞﾝ07＞※4）、
　外国法人（課税＜ｸﾌﾞﾝ08＞・非課税＜ｸﾌﾞﾝ09＞・軽減分＜ｸﾌﾞﾝ10＞※4）
⑧地方税の特別徴収　（不要＜ﾁﾎｳ0＞・要＜ﾁﾎｳ1＞）
⑨支払通知書の作成※5　　（不要＜ﾂｳﾁ0＞・要＜ﾂｳﾁ1＞）


	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	振決参加者コード
	種別コード
	口座区分コード
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	

	受　入　先（参加者）
（種別）
（口座区分）

	
	
	

	
	供託口

	
預り口



	
	

	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	振決参加者コード
	種別コード
	口座区分コード
	
	
	

	※1 種別名なしの種別以外の場合に記入する。
※2 供託者が指定内国法人である場合にのみ、その確認日を（和暦）年.月.日の順で記入する。
※3 供託所の顧客口座への振替を行う振決国債に係る所得税の源泉徴収が不要である場合には「非課税」に、必要である場合には「課税」に区分する。
※4 租税条約の規定により所得税が軽減される者は「軽減分」に区分する。
※5 租税特別措置法第３７条の１１の３第３項第１号に規定する特定口座での保有による特例は考慮せず、供託者の属性により作成の要否を判断する。
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	２
	
	１
	１
	
	
	⑩利子等の支払調書作成※5　（不要＜ﾘｼ0＞・要＜ﾘｼ1＞）
⑪株式等の譲渡の対価等の支払調書作成※5（不要＜ｼﾞｮｳﾄ0＞・要＜ｼﾞｮｳﾄ1＞）
	受付印（店名・日付）




















（注）日本銀行では、所定の規則に基づき、日本銀行業務オンラインにより本書が提出された場合には、代表者または代表者から権限を付与された者から提出されたものとして取扱います。




	
